
測量・建設コンサルタント申請書記入要領 

 

各様式共通 

 

１．各様式には、直接入力又はボールペン等（鉛筆やシャープペンシル等は不可）で記入を行うこと

（水色で着色した箇所に入力又は記入し、黄色で着色した箇所については入力又は記入はしない

こと）。 
 
２．各様式の印刷は、カラー又は白黒のどちらでもよい。 
 

様式１－３ 

１．「業者区分」の欄は、市内業者（本店が市内にある業者、以下同じ）は「５」、県内業者（本店又

は支店が長崎県内にある業者、以下同じ）は「６」を、県外業者（本店又は支店が長崎県外にあ

る業者、以下同じ）は「７」を記入すること。 
２．「業者名称（カナ）」の欄はカタカナで記入すること。その際、濁点及び半濁点は１文字として扱

うこと。 
    なお、株式会社等法人の種類を表す文字については、フリガナは記入しないこと。 
 
３．「業者名称（漢字）」の欄は法人の種類を表す文字は次の略号を用いて「商号又は名称」の前後に

記入すること（かっこも１文字と数えて、３文字分の欄に記入する）。 
    株式会社＝（株）、有限会社＝（有）、合資会社＝（資）、合名会社＝（名）、合同会社＝（合）協

同組合＝（同）、協業組合＝（業）、企業組合＝（企）、農事組合法人＝（農） 
  公益財団＝（公財）、公益社団＝（公社）、一般財団＝（一財）、一般社団＝（一社） 
    濁点及び半濁点は１文字としない。 
 
４．「代表者役職名（漢字）」の欄は、組織上の役職名を記入すること。 
 
５．「代表者名（漢字）」の欄は、姓と名の間に１カラム空けて記入すること。 
 
６．「都道府県ＣＤ」の欄は、住所について、次表により該当するコードを記入すること。 
  県内業者は「42」、県外業者はそれぞれ該当するコードとなる。 
 

都道府県 ｺｰﾄﾞ 都道府県 ｺｰﾄﾞ 都道府県 ｺｰﾄﾞ 都道府県 ｺｰﾄﾞ 都道府県 ｺｰﾄﾞ 都道府県 ｺｰﾄﾞ 

北海道 

青森県 

岩手県 

宮城県 

秋田県 

山形県 

福島県 

茨城県 

０１ 

０２ 

０３ 

０４ 

０５ 

０６ 

０７ 

０８ 

栃木県 

群馬県 

埼玉県 

千葉県 

東京都 

神奈川県 

新潟県 

富山県 

０９ 

１０ 

１１ 

１２ 

１３ 

１４ 

１５ 

１６ 

石川県 

福井県 

山梨県 

長野県 

岐阜県 

静岡県 

愛知県 

三重県 

１７ 

１８ 

１９ 

２０ 

２１ 

２２ 

２３ 

２４ 

滋賀県 

京都府 

大阪府 

兵庫県 

奈良県 

和歌山県 

鳥取県 

島根県 

２５ 

２６ 

２７ 

２８ 

２９ 

３０ 

３１ 

３２ 

岡山県 

広島県 

山口県 

徳島県 

香川県 

愛媛県 

高知県 

福岡県 

３３ 

３４ 

３５ 

３６ 

３７ 

３８ 

３９ 

４０ 

佐賀県 

長崎県 

熊本県 

大分県 

宮崎県 

鹿児島県 

沖縄県 

４１ 

４２ 

４３ 

４４

４５

４６ 

４７ 

 
７．「市町村ＣＤ」の欄は、住所について、県内業者は次表により該当するコードを記入すること。

県外業者は記入しない。 
 

市・町 コード 市・町 コード 市・町 コード 市・町 コード 

長崎市 

佐世保市 

島原市 

諌早市 

大村市 

平戸市 

２０１ 

２０２ 

２０３ 

２０４ 

２０５ 

２０７ 

松浦市 

対馬市 

壱岐市 

五島市 

西海市 

雲仙市 

２０８ 

２０９ 

２１０ 

２１１ 

２１２ 

２１３ 

南島原市 

西彼杵郡長与町 

〃  時津町 

東彼杵郡東彼杵町 

〃  川棚町 

〃  波佐見町 

２１４ 

３０７ 

３０８ 

３２１ 

３２２ 

３２３ 

北松浦郡小値賀町 

〃  佐々町 

南松浦郡新上五島町 

３８３ 

３９１ 

４１１ 



 
８．「住所（漢字）」の欄は、県内業者は市又は郡名から記入し、県外業者は都道府県名から記入し、

「丁目」「番」及び「号」については、「－」を用いて記入すること。 

９．「郵便番号」の欄は、「－」なしで記入すること。 

10．「電話番号」の欄は、「－」と市外局番を含んで１２桁で記入すること。 

11．「ＦＡＸ番号」の欄は、「－」と市外局番を含んで１２桁で記入すること。 

12．「職員数」の欄は、会社全体の職員数を右詰めで記入すること。 

13．「資本金（千円）」の欄は、右詰めで記入すること。 

14．「営業年数」の欄は、右詰めで記入すること。１年未満の端数は切り捨てる。 

15．実績高は、業種ごとの年間平均実績高を記入してください。 

 

 

様式１－４ 

 

１．「商号又は名称（漢字）」の欄は法人の種類を表す文字を略号を用いて記入すること。 
株式会社＝（株）、有限会社＝（有）、合資会社＝（資）、合名会社＝（名）、合同会社＝（合）協

同組合＝（同）、協業組合＝（業）、企業組合＝（企）、農事組合法人＝（農） 
公益財団＝（公財）、公益社団＝（公社）、一般財団＝（一財）、一般社団＝（一社） 

２．登録業種別技術者数（会社全体） 
 
  （１）共通（建設コンサルタント、地質、補償コンサルタント共通） 

・申請日現在において、建設関連業に従事している使用人のうち技術者数 
を記入すること。 

・「使用人」とは、役員、職員を問わず雇用期間を特に限定することなく雇用された者（申請

者が法人の場合は常勤の役員を、個人の場合はその事業主を含む）をいい、労務者は含めな

いものとする。 
   ・会社全体（本店及び各営業所）の技術者数の人数を記入すること。 
   ・１人で複数の資格を有する者は重複して計上すること。 
   ・数字は右詰めで記入すること。 
 

（２）建設コンサルタント 
 ・登録部門ごとに次の資格を有する技術者数を記入すること。 

・１人で複数（技術士、認定技術管理者、ＲＣＣＭ）の資格を有する者は重複して計上 
すること。 

  □技術士：    建設コンサルタント登録規定（昭和５２年４月１５日建設省告示第７１

７号）第３条第１号イの要件に該当する者（技術管理者として従事して

いるかは問わない）。 
  □認定技術管理者：建設コンサルタント登録規定（昭和５２年４月１５日建設省告示第７１

７号）第３条第１号ロにより、国土交通大臣が認定した者（技術管理者

として従事しているかは問わない）。 
  □ＲＣＣＭ：   ＲＣＣＭ資格試験（社団法人建設コンサルタンツ協会の定款第４条第６

号に基づくシビル コンサルティング マネージャ資格制度施行規定

第４条に規定するものをいう。）に合格した者が、同第８条に基づき登

録を行っている者。 
 
（３）地質 
  国土交通大臣が行う地質調査業者登録制度の技術管理者になり得る者（技術管理者とし 

て従事しているかは問わない）。 
 

  （４）補償コンサルタント 



  登録部門ごとに、国土交通大臣が行う補償コンサルタント登録制度の補償業務管理者になり 
得る者（補償業務管理者として従事しているかは問わない）。 
 

３．資格別技術者数（会社全体） 
 

・申請日現在において、建設関連業に従事している使用人のうち技術者数を 
記入すること。 

・「使用人」とは、役員、職員を問わず雇用期間を特に限定することなく雇用された者（申請者

が法人の場合は常勤の役員を、個人の場合はその事業主を含む）をいい、労務者は含めないも

のとする。 
  ・会社全体（本店及び各営業所）の技術者数の人数を記入すること。 

  ・「道
みち

守
もり

」「特定
とくてい

道
みち

守
もり

」「道
みち

守
もり

補
ほ

」は、国立大学法人長崎大学が行う「観光ナガサキを支える道
みち

守
もり

」

の養成講座で認定された者の人数を記入すること。 
  ・１人で複数の資格を有する者は重複して計上することとするが、同一の者が○○士と○○士補、

一級○○と二級○○、１種○○と２種○○などの資格を有する場合は上位の資格の欄に人数を

計上すること。 
   例）同一の者が測量士と測量士補の資格を持っている場合は、測量士の欄に人数を計上する 
  ・右詰めで記入すること。 

・『技術者数【会社全体】』欄においては、貴社（本店及び全ての営業所）に在籍する資格者数の

総数（重複不可）を記入すること。貴社（本店及び全ての営業所）に在籍する資格者の実人数

を記入することとなる。 

 

 

様式１－５（本店用） 

 

※様式１－５（本店用）は、本店しかない場合でも作成する。その場合、様式１－５に記入する内容

は、様式１－３及び様式１－４で記入した内容と一致することとなる。 
 
１．「商号又は名称（漢字）」の欄は様式１－４に準じて記入すること。 
 
２．「測量法による登録の有無」の欄は、測量法に基づく登録を受けている事業所のうち本店におい

て、登録を受けている場合は「１」を、受けていない場合は「２」を記入すること。 
 
３．「建築士法による登録の有無」の欄は、建築士法に基づく登録を受けている事業所のうち本店に

おいて、登録を受けている場合は「１」を、受けていない場合は「２」を記入すること。 
 
４．「本店職員数」の欄は、 

・申請日現在において、本店で建設関連業に従事している使用人の総数を記入すること。本店の

職員の実人数を記入することとなる。 
・「使用人」は、役員、職員を問わず雇用期間を特に限定することなく雇用された者（申請者が

法人の場合は常勤の役員を、個人の場合はその事業主を含む）をいい、労務者は含めないもの

とする。 
 

５．「本店技術者数」の欄は、 
「本店職員数」のうち、本店に在籍する資格者の総数（実人数）を記入すること。 
 

６．「本店開設日（西暦）」の欄は、本店の開設年月日を西暦で記入すること。様式１－３の「営業年

数」と整合がとれるよう記入すること。また、月や日の数が１桁の場合は左欄に「０」を記入す

ること。 
  例）２０００年１２月１日 → ２０００(年)１２(月)０１(日) 
 
７．登録業種別技術者数（本店）の欄は、 



  （１）「様式１－４登録業種別技術者数（会社全体）」の記入方法に準じて記入すること。 
（２）（１）のうち、本店に在籍する技術者数のみ記入すること。 
 

８．資格別技術者数（本店）の欄は、 
（１）「様式１－４登録業種別技術者数（会社全体）」の記入方法に準じて記入すること。 
（２）（１）のうち、本店に在籍する技術者数のみ記入すること。 

 
 
様式１－５（受任営業所用） 
 
※様式１－５（受任営業所用）は、受任営業所がない場合は作成する必要はない。 
 受任営業所が複数ある場合は、「受任営業所用（１）」以降必要に応じ、順に使用すること。 
 
１．「商号又は名称（漢字）」の欄は様式１－４に準じて記入すること。 

２．「営業所名（漢字）」の欄は、当該営業所名を記入すること。 

３．「受任者役職名（漢字）」の欄は、組織上の役職名を記入すること。 

４．「受任者名（漢字）」の欄は、姓と名の間に１カラム空けて記入すること。 

５．「電話番号」の欄は、市外局番より記入すること。「－」を用いて１２桁で記入すること。 

６．「ＦＡＸ番号」の欄は、市外局番より記入すること。「－」を用いて１２桁で記入すること。 
７．「都道府県ＣＤ」の欄は、当該営業所の住所について、次表により該当するコードを記入するこ

と。住所が長崎県内の場合は「42」、それ以外の場合はそれぞれ該当するコードとなる。 
 

都道府県 ｺｰﾄﾞ 都道府県 ｺｰﾄﾞ 都道府県 ｺｰﾄﾞ 都道府県 ｺｰﾄﾞ 都道府県 ｺｰﾄﾞ 都道府県 ｺｰﾄﾞ 

北海道 

青森県 

岩手県 

宮城県 

秋田県 

山形県 

福島県 

茨城県 

０１ 

０２ 

０３ 

０４ 

０５ 

０６ 

０７ 

０８ 

栃木県 

群馬県 

埼玉県 

千葉県 

東京都 

神奈川県 

新潟県 

富山県 

０９ 

１０ 

１１ 

１２ 

１３ 

１４ 

１５ 

１６ 

石川県 

福井県 

山梨県 

長野県 

岐阜県 

静岡県 

愛知県 

三重県 

１７ 

１８ 

１９ 

２０ 

２１ 

２２ 

２３ 

２４ 

滋賀県 

京都府 

大阪府 

兵庫県 

奈良県 

和歌山県 

鳥取県 

島根県 

２５ 

２６ 

２７ 

２８ 

２９ 

３０ 

３１ 

３２ 

岡山県 

広島県 

山口県 

徳島県 

香川県 

愛媛県 

高知県 

福岡県 

３３ 

３４ 

３５ 

３６ 

３７ 

３８ 

３９ 

４０ 

佐賀県 

長崎県 

熊本県 

大分県 

宮崎県 

鹿児島県 

沖縄県 

４１ 

４２ 

４３ 

４４

４５

４６ 

４７ 

 

 
８．「市町村ＣＤ」の欄は、当該営業所の住所について、その住所が長崎県内であれば、次表により

該当するコードを記入すること。当該営業所の住所が長崎県外の場合は記入しない。 
 

市・町 コード 市・町 コード 市・町 コード 市・町 コード 

長崎市 

佐世保市 

島原市 

諌早市 

大村市 

平戸市 

２０１ 

２０２ 

２０３ 

２０４ 

２０５ 

２０７ 

松浦市 

対馬市 

壱岐市 

五島市 

西海市 

雲仙市 

２０８ 

２０９ 

２１０ 

２１１ 

２１２ 

２１３ 

南島原市 

西彼杵郡長与町 

〃  時津町 

東彼杵郡東彼杵町 

〃  川棚町 

〃  波佐見町 

２１４ 

３０７ 

３０８ 

３２１ 

３２２ 

３２３ 

北松浦郡小値賀町 

〃  佐々町 

南松浦郡新上五島町 

３８３ 

３９１ 

４１１ 

 
９．「住所（漢字）」の欄は、当該営業所の住所が長崎県内の場合は市又は郡名から記入し、長崎県外

の場合は都道府県名から記入すること。「丁目」「番」及び「号」については、「－」を用いて記

入すること。 
10．「測量法による登録の有無」の欄は、測量法に基づく登録を受けている事業所のうち当該営業所

においても、登録を受けている場合は「１」を、受けていない場合は「２」を記入すること。 
 
11．「建築士法による登録の有無」の欄は、建築士法に基づく登録を受けている事業所のうち当該営



業所においても、登録を受けている場合は「１」を、受けていない場合は「２」を記入すること。 
 
12．「営業所職員数」の欄は、 

・申請日現在において、当該営業所で建設関連業に従事している使用人の総数を記入すること。

当該営業所の職員の実人数を記入することとなる。 
・「使用人」とは、役員、職員を問わず雇用期間を特に限定することなく雇用された者（申請者

が法人の場合は常勤の役員を、個人の場合はその事業主を含む）をいい、労務者は含めないも

のとする。 
 

13．「営業所技術者数」の欄は、 
  「営業所職員数」のうち、当該営業所に在籍する資格者の総数（実人数）を記入すること。 
 
14．「営業所開設日（西暦）」の欄は、当該営業所の開設年月日を西暦で記入すること。一度営業所を

廃止したあと再度同じ営業所を開設した場合など、開設年月日が複数ある場合は、入札参加資格

審査申請時より直前の開設年月日を記入すること。また、月や日の数が１桁の場合は左欄に「０」

を記入すること。 
  例） ２００５年１２月１日 → ２００５(年)１２(月)０１(日) 

 
15．登録業種別技術者数（当該営業所）の欄は、 
  （１）「様式１－４登録業種別技術者数（会社全体）」の記入方法に準じて記入すること。 

（２）（１）のうち、当該営業所に在籍する技術者数のみ記入すること。 
 
16．資格別技術者数（当該営業所）の欄は、 

（１）「様式１－４登録業種別技術者数（会社全体）」の記入方法に準じて記入すること。 
（２）（１）のうち、当該営業所に在籍する技術者数のみ記入すること。 

 


